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平成 22 年２月 12 日 

 

各   位 

 

会 社 名 黒川木徳ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 間 瀬 博 行 

（コード ８７３７ 大証第２部） 

問合せ先 執行役員管理副本部長兼IR・広報部長兼財務副部長 川中 雅浩 

（ T E L  0 3－ 6 8 2 1－ 0 6 0 6） 

 

親会社の異動に関するお知らせ 

 
 当社の親会社及び主要株主である株式会社クレゾー（本社所在地：東京都渋谷区、代表取締

役：佐々木翔平、以下「クレゾー」という。）が第三者割当増資を行い、クレゾーの親会社が株

式会社アエリア（本社所在地：東京都港区、代表取締役：小林祐介、証券コード：3758、以下

「アエリア」という。）からトランスパシフィック・アドバイザーズ株式会社（本社所在地：東

京都中野区、代表取締役：杜國鍵、以下「ＴＰＡ」という。）に異動したことにより、当社の親

会社の異動がございましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．異動の経緯 

当社の親会社及び主要株主であるクレゾーが平成22年２月12日付にて第三者割当増資を

行い、ＴＰＡが当該増資を引き受けたことにより、ＴＰＡのクレゾーに対する議決権比率

が86.28％となり、クレゾーの親会社がアエリアからＴＰＡに異動した旨の報告がありま

した。 

上記異動により、ＴＰＡが当社の総株主等の議決権の56.68％を間接所有することとな

り、アエリアは当社の総株主等の議決権の9.01％を間接所有することとなりました。 

これにより、ＴＰＡは当社の親会社に該当することとなり、アエリアは当社の親会社に

該当しないこととなりました。 

 

２．当該会社の概要 

（１）商号 トランスパシフィック・アドバイザーズ株式会社 

（２）本社所在地 東京都中野区本町二丁目 29 番 12 号 

（３）代表者 代表取締役 杜國鍵 

（４）資本の額 10,000 千円 

（５）主な事業内容 不動産投資事業 

（６）設立年月日 平成 22 年２月９日 

（７）純資産 10,000 千円 
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（８）総資産 160,000 千円 

（９）決算期 １月 

（10）大株主の状況 杜國鍵 80％ 

①資本取引 該当事項はございません。 

②取引関係 該当事項はございません。 

（11）当社との関係 

③人的関係 該当事項はございません。 

 

３．異動前後における所有株式数及び所有割合 

 （１）トランスパシフィック・アドバイザーズ株式会社 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 － 
－個 

（－％） 

－個 

（－％） 

－個 

（－％） 

異動後 親会社 
－個 

（－％） 

19,108 個 

（56.68％） 

19,108 個 

（56.68％） 

（注）総株主の議決権の数に対する割合は、平成 21 年９月 30 日現在の総株主の議決権数

33,707 個より算出しております。 

 

 （２）株式会社クレゾー 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 親会社 
22,145 個 

（65.69％） 

－個 

（－％） 

22,145 個 

（65.69％） 

異動後 親会社 
22,145 個 

（65.69％） 

－個 

（－％） 

22,145 個 

（65.69％） 

（注）総株主の議決権の数に対する割合は、平成 21 年９月 30 日現在の総株主の議決権数

33,707 個より算出しております。 

 

 （３）株式会社アエリア 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 親会社 
－個 

（－％） 

22,145 個 

（65.69％） 

22,145 個 

（65.69％） 

異動後 － 
－個 

（－％） 

3,037 個 

（9.01％） 

3,037 個 

（9.01％） 

（注）総株主の議決権の数に対する割合は、平成 21 年９月 30 日現在の総株主の議決権数

33,707 個より算出しております。 

 

４．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

非上場の親会社等は、トランスパシフィック・アドバイザーズ株式会社及び株式会社クレ

ゾーとなります。 

上記親会社等のうち、開示対象となる親会社はトランスパシフィック・アドバイザーズ株

式会社となります。 
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５．今後の見通し 

本異動は親会社の異動に該当いたしますが、本異動後も当社は自ら経営責任を負い、独立

して事業経営を行い、引き続き上場会社として、一定の経営の独立性を確保し、企業価値の

向上を図ってまいりたいと考えております。 

以 上 


